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1.  平成25年3月期の業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 9,960 5.1 △196 ― △171 ― △1,138 ―
24年3月期 9,474 △1.5 46 △51.3 91 △38.8 △409 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 △34.05 ― △16.2 △1.4 △2.0
24年3月期 △12.25 ― △5.3 0.7 0.5
（参考） 持分法投資損益 25年3月期  ―百万円 24年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 11,647 6,546 56.2 195.81
24年3月期 12,450 7,530 60.5 225.19
（参考） 自己資本   25年3月期  6,546百万円 24年3月期  7,530百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 316 364 △84 1,661
24年3月期 251 166 △83 1,065

2.  配当の状況 

（注）25年３月期の配当原資は資本剰余金であります。 
   純資産減少割合 0.010 （平成25年３月31日現在の状況で算出しております） 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― ― ― 2.50 2.50 83 ― ―
25年3月期 ― ― ― 2.50 2.50 83 ― ―
26年3月期(予想) ― ― ― 2.50 2.50 ―

3. 平成26年 3月期の業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 4,700 6.0 △120 ― △110 ― △80 ― △2.39
通期 10,360 4.0 380 ― 410 ― 230 ― 6.88



※  注記事項 
(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 34,639,434 株 24年3月期 34,639,434 株
② 期末自己株式数 25年3月期 1,204,995 株 24年3月期 1,200,665 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 33,436,495 株 24年3月期 33,440,329 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外でありますが、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手
続は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、決算短
信（添付資料）２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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１．経営成績 
（１） 経営成績に関する分析 
・当期の経営成績 
当事業年度におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要や堅調な個人消費に支えられ緩や
かな回復傾向にあり、また年末からは新政権による国内経済・財政対策の効果や円安による輸出
の増加、株高などにより景気の底入れが期待されますが、依然として継続するデフレや欧州諸国
の財政不安、中国をはじめとする新興国経済の景気急減速の影響を受け、総じて先行き不透明な
状況が続きました。 
このような経営環境のもと、当社の営業は、近隣地域における同業他社の新規出店や既存大型
ホテルのリニューアルなどによる販売競争が一段と激化するなか、東日本大震災の影響による売
上の落ち込みを回復すべく全社一丸となって積極的な営業活動を展開いたしました。特に、当社
は11月に創業90周年という節目の年を迎え、これに因んだ各種イベントや多彩な記念メニュー
の提供、新商品の企画、販売などに取り組みました。 
また、11月から三越日本橋本店の特別食堂の運営を受託したことなどにより当事業年度の売上
高は、9,960百万円（前期比5.1％増）となりました。 
一方、経費面では、引き続き徹底した原価管理と人件費をはじめ諸経費の削減を図るとともに、

業務全般の見直しと効率化を推し進め、収益の確保に全力を注いでまいりました。しかしながら
長期金利低下に伴う割引率変更による退職給付費用の大幅な増加（前期比281百万円増加）など
により、営業損失196百万円、経常損失171百万円となりました。また、丸の内・本舘ビルの建
替事業資金に充当するための本舘建物の譲渡に係る損失を計上したことや建て替えに伴う今後の
業績見通し等を踏まえ、繰延税金資産の一部を取り崩したため、当期純損失は1,138百万円とな
りました。 
これを部門別にみますと 
宴会部門につきましては、東日本大震災の影響により大きく落ち込んだ売上を挽回すべく一般

宴会については、新規先の開拓を重点に法人および個人に対するセールス活動を強化し、周年記
念、お別れ会などスポット宴会の獲得に注力するとともに、創業90周年に因んだ各種記念イベン
トを開催し集客と売上の向上に努めました。一方、婚礼については、ブライダルフェアの開催頻
度を高めるなどとともに、キャンドルナイトと称して夜間の披露宴を積極的にセールスし、加え
て宣伝活動の充実を図るなど、婚礼組数の獲得に積極的に取り組みました。この結果、宴会部門
の売上高は、5,902百万円（前期比1.6％増）となりました。 
食堂部門につきましては、前半はデフレの長期化による企業の接待利用の減少や個人消費の低

迷、また周辺地域における多様化するレストランとの販売競争が激化するなかで、本舘をはじめ
各営業所とも大震災以降減少した来客数を回復すべく、それぞれの特性を活かした販売促進に努
めるとともに、特に創業90周年に因んだ記念メニューの提供や多彩なイベントやフェアを企画販
売するなど積極的な営業活動を展開いたしました。また、11月から三越日本橋本店の特別食堂の
運営を受託したこともあり、食堂部門の売上高は、3,199百万円（前期比7.6％増）となりました。 
売店、その他の営業につきましては、食品関係は、創業 90 周年に因んだ新商品の開発、販売
や宴会関連のギフト商品の売上獲得に努めました。また、前年10月に合併した子会社の東京會舘
食品㈱の上半期業績が加わることから売店、その他の売上高は、858百万円（前期比24.7％増）
となりました。 
 

 



・次期の見通し 
今後の経済見通しにつきましては、新政権による国内経済・財政対策の効果や円安による輸出
環境の改善により景気の回復が期待されますが、欧州経済の情勢、近隣諸国との政治的摩擦等の
懸念材料も多く、依然として不透明感が残る状況で推移するものと予測されます。 
このような環境のもと、当社といたしましては、同業他社との販売競争がさらに激化するもの
と思われますので、営業、販促活動をさらに強力に推し進め、売上の増大を目指すとともに、引
き続き顧客基盤の強化とブランド力の向上に努め、多様化するお客様のニーズに的確かつ迅速に
お応えすべく、従来以上に全社一丸となって邁進いたします。経費面につきましては、諸経費の
削減と業務の効率化を推し進め、また当期の特殊要因が解消されるため大幅な収益改善を見込み
ます。 
当社は、さる 11 月開催の取締役会において、丸の内・本舘ビルの建て替えを実施することと
し、これに伴い平成26年秋をもって一時休館すること、平成30年春には営業を再開する予定で
あることを決議いたしました。その後、本舘の営業終了日は、平成27年1月31日と変更いたし
ました。現本舘は築後 41 年経ち設備も老朽化してまいりましたので、営業面での競争力保持・
強化のため建て替えるものであります。建て替え期間中は、何かとご不便、ご迷惑をおかけいた
しますが、事情ご賢察のうえ、何卒ご了承賜りますようお願い申し上げます。 
今後も引き続きコーポレートガバナンスならびにコンプライアンス体制の充実を図るととも
に、震災を教訓としてリスク管理体制のさらなる強化など企業としての社会的責任（ＣＳＲ）を
果たす施策を積極的に推進してまいる所存でございます。 

  
（２） 財政状態に関する分析 
 ・キャッシュ・フローの状況 
   当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ596
百万円増加し、当事業年度末は、1,661百万円となりました。 
 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

     営業活動の結果、得られた資金は316百万円（前事業年度比25.5%増）となりました。 
これは主に税引前当期純損失983百万円に、減価償却費314百万円や減損損失39百万円等
の非資金取引による増加、有形固定資産売却損益767百万円、その他の流動負債の増加額184
百万円等によるものであります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果、増加した資金は364百万円（前事業年度比118.2%増）となりました。 
これは主に有形固定資産の売却による収入2,550百万円、定期預金の預入と払戻との差によ
る支出700百万円、有価証券・投資有価証券の取得による支出975百万円、有形固定資産の取
得による支出383百万円等があったことによるものであります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

     財務活動の結果、使用した資金は84百万円（前事業年度比0.6%増）となりました。 
これは主に配当金の支払額83百万円等によるものであります。 

 
 
 
 



キャッシュ・フロー関連指数の推移 
当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 
 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期 平成24年3月期 平成25年3月期

自己資本比率(％) ５９.５ ６０.１ ６１.０    ６０.５    ５６.２

時価ベースの自己
資本比率 (％) ８５.５ ９５.６ ８０.５ ８３.８   １１８.３

債務償還年数(年)  ０.６ ０.７ ０.７     １.５     １.２ 

インタレスト・カバ
レッジ・レシオ（倍） ９３.５ ９１.５ ９１.６ ４４.２ ５５.９

自己資本比率：純資産／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 
※ 営業キャッシュ・フローは、(連結)キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ
ローを使用しております。有利子負債は、(連結)貸借対照表に計上されている負債のうち利子を
支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いにつきましては、(連結)キャッシ
ュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

※ 平成24年3月期より、連結子会社がないため、単体ベースでの記載をしております。 

 
２．経営方針  
平成24年3月期決算短信（平成24年5月10日開示）により開示を行った内容から重要な変更がな
いため開示を省略しております。 
当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 
（当社ホームページ）http://www.kaikan.co.jp 
（東京証券取引所ホームページ）http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

    
 



３．財務諸表 
（１）貸借対照表 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 1,195,563 2,491,563 
売掛金 628,692 677,333 
有価証券 － 660,858 
商品及び製品 72,064 51,355 
仕掛品 5,693 5,651 
原材料及び貯蔵品 86,972 77,190 
前払費用 53,737 84,253 
繰延税金資産 131,185 138,654 
未収入金 11,605 55,693 
その他 25,677 23,423 
貸倒引当金 △2,074 △2,158 
流動資産合計 2,209,116 4,263,821 

固定資産   
有形固定資産   
建物 10,634,033 1,334,715 
減価償却累計額 △6,871,207 △954,411 
建物（純額） 3,762,826 380,304 

機械及び装置 521,345 553,220 
減価償却累計額 △401,468 △419,033 
機械及び装置（純額） 119,876 134,187 

車両運搬具 137,959 130,434 
減価償却累計額 △124,779 △120,167 

車両運搬具（純額） 13,179 10,267 

工具、器具及び備品 1,656,623 1,618,246 
減価償却累計額 △1,274,123 △1,235,418 

工具、器具及び備品（純額） 382,499 382,828 

土地 3,024,799 2,973,706 
建設仮勘定 － 28,900 

有形固定資産合計 7,303,181 3,910,194 

無形固定資産   
電話加入権 3,068 3,009 

無形固定資産合計 3,068 3,009 

投資その他の資産   
投資有価証券 886,119 1,497,107 
従業員に対する長期貸付金 14,571 10,829 
長期前払費用 431 6,185 
敷金及び保証金 428,427 530,727 
保険積立金 472,142 515,981 
繰延税金資産 1,118,682 907,622 
その他 14,950 2,450 

投資その他の資産合計 2,935,324 3,470,904 

固定資産合計 10,241,574 7,384,107 

資産合計 12,450,690 11,647,929 



(単位：千円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   
流動負債   
買掛金 225,973 230,466 
短期借入金 380,000 380,000 
未払金 422,196 400,388 
未払法人税等 29,754 28,809 
未払消費税等 75,871 191,016 
未払費用 76,725 75,919 
預り金 274,657 266,913 
賞与引当金 100,560 99,460 

流動負債合計 1,585,739 1,672,973 

固定負債   
退職給付引当金 2,785,307 2,874,106 
資産除去債務 78,405 78,925 
長期未払金 101,550 101,550 
長期預り保証金 369,500 373,500 

固定負債合計 3,334,763 3,428,081 

負債合計 4,920,502 5,101,055 

純資産の部   
株主資本   
資本金 3,700,011 3,700,011 
資本剰余金   
資本準備金 925,002 925,002 
その他資本剰余金 2,729,268 2,729,268 

資本剰余金合計 3,654,271 3,654,271 

利益剰余金   
その他利益剰余金   
固定資産圧縮積立金 51,420 47,914 
別途積立金 598,225 － 
繰越利益剰余金 △115,088 △735,459 

利益剰余金合計 534,558 △687,544 

自己株式 △431,507 △432,833 

株主資本合計 7,457,334 6,233,904 

評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 72,854 312,969 

評価・換算差額等合計 72,854 312,969 

純資産合計 7,530,188 6,546,873 

負債純資産合計 12,450,690 11,647,929 



（２）損益計算書 
(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 9,474,011 9,960,539 
売上原価   
営業原価 8,563,910 9,252,831 

売上原価合計 8,563,910 9,252,831 

売上総利益 910,100 707,707 

販売費及び一般管理費   
広告宣伝費 24,389 31,642 
給料及び手当 442,474 444,926 
賞与 8,124 7,675 
賞与引当金繰入額 8,100 7,740 
退職給付費用 8,267 27,389 
租税公課 45,595 40,797 
減価償却費 34,376 12,113 
地代家賃 71,469 71,929 
消耗品費 2,270 1,876 
雑費 110,242 152,994 
保険料 21,014 20,290 
交際費 11,855 14,936 
その他 75,022 69,530 

販売費及び一般管理費合計 863,202 903,842 

営業利益又は営業損失（△） 46,897 △196,135 

営業外収益   
受取利息 957 1,767 
受取配当金 16,656 16,415 
受取賃貸料 9,209 － 
生命保険配当金 15,927 10,673 
その他 11,137 6,556 

営業外収益合計 53,888 35,413 

営業外費用   
支払利息 5,717 5,690 
コミットメントフィー 2,757 2,750 
その他 463 1,887 

営業外費用合計 8,938 10,328 

経常利益又は経常損失（△） 91,848 △171,050 



(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

特別利益   
固定資産売却益 － 19,032 
貸倒引当金戻入額 24,000 － 

特別利益合計 24,000 19,032 

特別損失   
固定資産売却損 － 786,662 
固定資産除却損 4,991 1,356 
固定資産処分損 11,611 3,631 
減損損失 138,820 39,962 
災害による損失 8,184 － 
投資有価証券評価損 169,116 － 
抱合せ株式消滅差損 33,618 － 

特別損失合計 366,342 831,612 

税引前当期純損失（△） △250,494 △983,630 

法人税、住民税及び事業税 8,915 12,755 
法人税等調整額 150,262 142,121 

法人税等合計 159,177 154,876 

当期純損失（△） △409,672 △1,138,506 



（３）株主資本等変動計算書 
(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   
資本金   
当期首残高 3,700,011 3,700,011 

当期末残高 3,700,011 3,700,011 

資本剰余金   
資本準備金   
当期首残高 925,002 925,002 
当期末残高 925,002 925,002 

その他資本剰余金   
当期首残高 2,729,268 2,729,268 
当期末残高 2,729,268 2,729,268 

資本剰余金合計   
当期首残高 3,654,271 3,654,271 
当期末残高 3,654,271 3,654,271 

利益剰余金   
その他利益剰余金   
固定資産圧縮積立金   
当期首残高 50,992 51,420 
当期変動額   
固定資産圧縮積立金の取崩 427 △3,505 
当期変動額合計 427 △3,505 

当期末残高 51,420 47,914 

別途積立金   
当期首残高 598,225 598,225 
当期変動額   
別途積立金の取崩 － △598,225 
当期変動額合計 － △598,225 

当期末残高 598,225 － 

繰越利益剰余金   
当期首残高 378,618 △115,088 
当期変動額   
剰余金の配当 △83,605 △83,596 
固定資産圧縮積立金の取崩 △427 3,505 
別途積立金の取崩 － 598,225 
当期純損失（△） △409,672 △1,138,506 
当期変動額合計 △493,706 △620,371 

当期末残高 △115,088 △735,459 

利益剰余金合計   
当期首残高 1,027,836 534,558 
当期変動額   
剰余金の配当 △83,605 △83,596 
固定資産圧縮積立金の取崩 － － 
別途積立金の取崩 － － 
当期純損失（△） △409,672 △1,138,506 
当期変動額合計 △493,278 △1,222,103 

当期末残高 534,558 △687,544 



(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

自己株式   
当期首残高 △430,507 △431,507 
当期変動額   
自己株式の取得 △1,000 △1,326 

当期変動額合計 △1,000 △1,326 

当期末残高 △431,507 △432,833 

株主資本合計   
当期首残高 7,951,612 7,457,334 
当期変動額   
剰余金の配当 △83,605 △83,596 
当期純損失（△） △409,672 △1,138,506 
自己株式の取得 △1,000 △1,326 

当期変動額合計 △494,278 △1,223,429 

当期末残高 7,457,334 6,233,904 

評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金   
当期首残高 △100,361 72,854 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 173,215 240,115 

当期変動額合計 173,215 240,115 

当期末残高 72,854 312,969 

純資産合計   
当期首残高 7,851,251 7,530,188 
当期変動額   
剰余金の配当 △83,605 △83,596 
当期純損失（△） △409,672 △1,138,506 
自己株式の取得 △1,000 △1,326 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 173,215 240,115 

当期変動額合計 △321,062 △983,314 

当期末残高 7,530,188 6,546,873 



（４）キャッシュ・フロー計算書 
(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税引前当期純損失（△） △250,494 △983,630 
減価償却費 481,893 314,845 
減損損失 138,820 39,962 
退職給付引当金の増減額（△は減少） △156,306 88,798 
賞与引当金の増減額（△は減少） △6,390 △1,100 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △32,018 83 
受取利息及び受取配当金 △17,614 △18,183 
支払利息 5,717 5,690 
支払手数料 2,757 2,750 
投資有価証券評価損益（△は益） 169,116 － 
有形固定資産売却損益（△は益） － 767,630 
有形固定資産除却損 4,991 1,356 
抱合せ株式消滅差損益（△は益） 33,618 － 
売上債権の増減額（△は増加） △171,834 △48,641 
たな卸資産の増減額（△は増加） △27,833 30,532 
その他の流動資産の増減額（△は増加） 11,985 △70,793 
仕入債務の増減額（△は減少） 55,763 4,493 
その他の流動負債の増減額（△は減少） 97,675 184,521 
長期未払金の増減額（△は減少） △92,360 － 
その他 △894 △919 

小計 246,592 317,396 

利息及び配当金の受取額 17,674 17,547 
利息の支払額 △5,703 △5,655 
その他の支出 － △2,742 
法人税等の支払額 △6,586 △10,195 

営業活動によるキャッシュ・フロー 251,976 316,351 



(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金の預入による支出 △210,000 △910,000 
定期預金の払戻による収入 410,000 210,000 
有価証券の取得による支出 － △660,572 
有価証券の償還による収入 200,000 5,000 
投資有価証券の取得による支出 △5,968 △315,198 
有形固定資産の取得による支出 △219,755 △383,291 
有形固定資産の売却による収入 － 2,550,217 
無形固定資産の売却による収入 － 58 
貸付けによる支出 △8,200 △4,000 
貸付金の回収による収入 11,872 7,742 
敷金及び保証金の差入による支出 － △102,300 
保険積立金の積立による支出 △34,844 △81,315 
保険積立金の払戻による収入 23,424 37,476 
預託金返還による収入 － 11,000 
資産除去債務の履行による支出 － △800 
その他 294 － 
投資活動によるキャッシュ・フロー 166,822 364,017 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
自己株式の取得による支出 △1,000 △1,285 
配当金の支払額 △82,868 △83,082 

財務活動によるキャッシュ・フロー △83,868 △84,368 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 334,930 596,000 

現金及び現金同等物の期首残高 695,496 1,065,563 
合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 35,135 － 

現金及び現金同等物の期末残高 1,065,563 1,661,563 



（５）継続企業の前提に関する注記 
   該当事項はありません。 
 
（６）重要な会計方針 

最近の有価証券報告書（平成 24年 6月 27日提出）における記載から変更がないため開示を 
省略します。 

 
（７）財務諸表に関する注記事項 
 （貸借対照表） 

１． 自己株式   前事業年度 当事業年度 
      自己株式の数 1,200,665株 1,204,995株
      貸借対照表価額 431,507千円 432,833千円
  
２．当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約 
当座貸越極度額及び貸出コミットメントラインの総額 1,700,000千円 1,700,000千円
   借入実行残高 －千円 －千円
   差引額   1,700,000千円 1,700,000千円

 
（損益計算書関係） 
    １．固定資産売却益は、旧御殿場保養所の土地売却によるものであります。 
 

 ２．固定資産売却損は、本舘建物の売却等によるものであります。 
 

３．固定資産除却損の内訳 
 前事業年度 当事業年度
建物 4,377千円 863千円
機械装置 146千円 149千円
車両運搬具 324千円 0千円
工具、器具及び備品 143千円 343千円

計 4,991千円 1,356千円
 
      ４．減損損失の内訳は、富国ビル営業所、東宝日比谷ビル営業所に係るもので、建物 39,962

千円であります。 
 
（株主資本等変動計算書関係) 

１．発行済株式に関する事項 
株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 
普通株式 34,639,434株 ― 株  ― 株 34,639,434株

 
２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 
普通株式 1,200,665株 4,330株 ― 株 1,204,995株

  （注）自己株式の増加 4,330株は、すべて単元未満株式の買取りによるものです。 
 

３．新株予約権等に関する事項 
     該当事項はありません。  



４．配当に関する事項 
①配当金支払額 
決 議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり  

配当額 基準日 効力発生日 

平成 24年 6月 27日 
定時株主総会 普通株式 83,596千円 2.5円 平成 24年 3月 31日 平成 24年 6月 28日

 
②基準日が当事業年度に属する配当のうち､配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
決 議 株式の

種類 
配当の 
原資 

配当金の 
総額 

1株当たり  
配当額 基準日 効力発生日 

平成 25年 6月 26日 
定時株主総会 

普通 
株式 

資本  
剰余金 83,586千円 2.5円 平成 25年 3月 31日 平成 25年 6月 27日

 
 (セグメント情報) 
当事業年度（自 24年 4月 1日 至 平成 25年 3月 31日） 

当社の事業は、レストラン・宴会事業及びこれらに関連した業務を行う単一セグメントであ

るため、記載を省略しております。 
 

（1株当たり情報） 
前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 
１株当たり当期純損失（△） 

225.19円
△12.25円

 
 

１株当たり純資産額 
１株当たり当期純損失（△） 

195.81円
△34.05円

 
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、1株当たり当期純損失であり、また、潜
在株式が存在しないため、記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、1株当たり当期純損失であり、また、潜
在株式が存在しないため、記載しておりません。 

 (注)１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 前事業年度 当事業年度 
当期純損失(△)(千円) △409,672 △1,138,506 
普通株主に帰属しない金額 
(千円) － － 

普通株式に係る当期純損失(△) 
(千円) △409,672 △1,138,506 

期中平均株式数(株) 33,440,329 33,436,495 
 
（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 



４．その他 
役員の異動 

 （１）代表者の異動 
該当事項はありません。 

 

（２）その他役員の異動（平成 25 年６月 26 日付） 
①新任監査役候補 

監 査 役 
（社外監査役） 

畔 柳 信 雄（現 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 相談役） 

    
 
②退任予定監査役 

監 査 役 
（社外監査役） 

若 井 恒 雄 

以  上 
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